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認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護サービス重要事項説明書

l. 利用日および相談窓口

利 用 日 月曜日から士曜日

営業時間 8 時 30 分～20 時 00 分

9 時 15 分～17 時 30 分

① 10 時 00 分～14 時 00 分 (4~5 時間利用）

② 9 時 15 分～14 時 30 分 (5~6 時間利用）

③ 10 時 00 分～15 時 15 分 (5~6 時間利用）
サービス提供時間 ④ 9 時 15 分～15 時 30 分 (6~7 時間利用）

⑤ 10 時 00 分～16 時 15 分 (6~7 時間利用）

⑥ 9 時 15 分～16 時 30 分 (7~8 時間利用）
⑦ 10 時 00 分～17 時 15 分 (7~8 時間利用）
⑧ 9 時 15 分～17 時 30 分 (8~9 時間利用）

休 日 日曜日および年始 (1 月 1 日～ 1 月 3 日）

相 談 電 話 042 (369) 0080 

相談対応時間
営業時間 (8 時 30 分～20 時 00 分）

※その他の時間も相談対応可

担 当 者 事業責任者または生活相談員

2. 事業所の概要

(1) 概要

事業所名 府中市立あさひ苑高齢者在宅サービスセンター

所 在 地 府中市朝日町 3 丁目 1 7 番地 1

事 業 所 長 管理者

指定番号 1 3 9 3 8 0 0 1 8 8 

指定年月日 平成 26 年 4 月 1 日

施設設置者 府中市長

施設運営者 社会福祉法人 多摩同胞会

法人の概要 別添パンフレット参照

(2) 主な職員の配置状況

職種 専従 兼務 合計

管理者 1 名 1 名

生活相談員 1 名 1 名

介護職員 1 名 1 名

看護職員 1 名 1 名

機能訓練指導員 1 名 1 名

※保有資格：介護支援専門員、介護福祉士、防火管理者、社会福祉士、ホームヘルパー2 級、初任者研
修修了、実務者研修修了、看護師、准看護師、あんまマッサージ指圧師、作業療法士等施設設置、栄
養士、管理栄養士等、事業所運営基準法令に基づく資格保有 【別紙 1 】認知症対応型通所介護当年
度職員配置及び介護予防認知症対応型通所介護当年度職員配置及び担当者詳細参照
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認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護サービス重要事項説明書

(3) 主な設備

居室・設備の種類 室 数 備 考

活動室 1 室 61.64 五

食 堂 1 室 102 n:1 

浴 室 2 室 介助浴槽、リフター浴槽、特別浴槽

相談室 1 室 14 可

静養室 2 室 27.84 rrfベッド 2 台 ソファーベッド 3 台

送迎車 4 台 リフター車 2 台、他 3 台

機能訓練室 1 室 59.86 吋《主な設置機器》平行棒・昇降階段・
滑車・エアバイク・ペグセラ粘土・ペグカッ
プ・バランスボール他

※活動室以外は共用とする

3. 提供サービス

認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護サービス
①介護保険法の地域密着型サービスのうち、認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護
サービスを提供する。

②居宅サービス計画の利用目的に基づき、利用者及び家族又は代理人の確認・同意を得て、「認知症対
応型通所介護個別援助計画」、「介護予防認知症対応型通所介護個別援助計画」に基づいたサービスを

提供する。

4. 認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護サービス利用詳細
(1)利用内容及び具体的な対応については、「認知症対応型通所介護個別援助計画書」「介護予防認知

症対応型通所介護個別援助計画書」に記載する。計画書は、利用開始日前までに利用者及び家族

又は代理人に説明と同意を得る。

(2) 利用開始時、既往症及び健康状態把握のため、必要な情報を介護支援専門員に求める。ただし、
その方法で健康状態が把握できない場合は、同意を得たうえで健康診断書の提出を求める。

(3) 利用者及び家族又は代理人は利用中止、休止の場合、事業者に知らせる。

(4) 利用者の体調不良、天災・天候等の理由により、事業者がサービスを中止することができるその

理由は、利用者の容態悪化の恐れ、利用者の安全が保てないことに限る。

(5) 利用者の都合により、認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護サービスの利用

が 3 ヶ月以上なかった場合、改めて再開時、重要事項を説明し同意を得る。

5. 利用料及び支払い

(1) 利用料

・認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護サービス利用料（基本利用料）
「利用合計単位（月利用回数、加算ごと回数） X給付率適用＝合計額」の本人負担金額

・食事費： 1 食単価の金額

［引用］指定認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護事業所府中市立あさひ苑
高齢者在宅サービスセンター運営規程【別紙 2 の 1 】認知症対応型通所介護利用料金表

【別紙 2 の 2 】介護予防認知症対応型通所介護料金表

(2) 支払い

利用料は利用翌月 10 日までの介護保険請求処理後、利用請求書をもって納入通知及び利用額を
請求する。請求書に記載された納入期限日までに金融機関の指定口座に納入する。
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認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護サービス重要事項説明書

以下の方法からの納入し、納入通知書の領収書をもって領収を証明する。

①自動引き落とし

②指定口座への振込み

6. 個人情報保護及び損害賠償

(1) 個人情報保護

本法人個人情報管理規程に基づき、当事業所の職員は、サービス提供をする上で知りえた利用者及び

その家族又は代理人の情報について、正当な理由なく第三者に漏らさない。このことは、契約終了後も

同様に継続する。また、預かっている個人情報は、取り扱いに注意すると共に損失・紛失が無いよう

に安全に管理する。なお、サービス提供に関する必要な個人情報は、居宅介護支援事業所・地域包括

支援センター・自治体との間で使用する場合は、同意を得てからの使用とする。

［別紙 3 】個人情報の使用目的・個人情報提供同意書参照

(2) 損害賠償

本事業運営規程第 20 条に基づき、提供するサービスにともなって、事業所の責めに帰すべき事由に

より、利用者の身体・財産に損害を及ぼした場合は、利用者に対してその損害を賠償する。

7. 苦情対応

利用者及び家族又は代理人からの苦情については、社会福祉法人多摩同胞会苦情対応規程（以下苦情

対応規程）に基づき、迅速な対応及び再発防止に努める。一連の流れ（苦情対応規定の「苦情解決制度

の流れの概要」）を全職員が周知し、適切な苦情対応を実施する。他、日常的な苦情までには至らない意

見、要望、疑問等の把握を定められた会議等で報告・確認をする。

［別紙 4 】認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護事業所苦情対応一覧及び

【別紙 5] 認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護事業所苦情解決システム参照

8. ハラスメント対策

社会福祉法人多摩同胞会ハラスメント防止規程に基づき、迅速な対応及び再発防止に努める。一連の

流れ（ハラスメントに関する相談・苦情対応フローチャート）を全職員へ周知し、適切な対応を実施す

る。常に責任者及び部署責任者は職場環境の透明性を確保しながら、相談、意見、要望、疑間等の把握

を行い定められた会議等で報告、確認する。

9. 事故対応

事故が発生した場合、迅速に対応するとともに、できるだけ早く家族又は代理人と居宅介護支援事業

所及び保険者に連絡する。また、日頃から危険因子となる事項を察知し事故防止対策に努める。

1 0. 非常災害対策

非常災害に関する具体的計画「消防計画・ BCP」を策定するとともに、利用者に対しては、定期的に

避難やそのほか必要な訓練を行い、あわせ地域住民との連携のもと協力体制を確保したうえで、合同訓

練等行うこととする。

1 1. 感染症予防・対策

事業所の感染症マニュアル及び予防マニュアルに沿って日々の手洗い、うがい等、活動室内、備品、

送迎車両の消毒の徹底に努め、感染症の予防及びまんえん防止のための訓練を計画に沿って実施する。

1 2. 人権擁護・虐待防止

虐待防止のための指針を策定したうえで、会議を定期的に開催し、話された結果をもって会議委員が全体へ

周知し、人権の擁護、虐待防止のための研修を計画し、計画に沿って実施する。

3 



認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護サービス重要事項説明書

1 3. 福祉サービス第三者評価

当該事業においては、第三者の目から見た評価結果を幅広く利用者や事業所に公表するため、福祉サー

ビス第三者評価の受審を実施する。評価結果については、［とうきょう福祉ナビゲーション］から検索する

ことができます。［別紙 6] 福祉サービス第三者評価実施状況

1 4. 身体的拘束等の適正化

身体的拘束等適正化に関する指針に基づき、「身体拘束廃止推進会議」を 3 か月に 1 回以上開催し、話さ

れた結果をもって会議委員が全体へ周知し身体的拘束等適正化の為の研修の企画、実施をする。また、利

用者への身体拘束は行わない。万一、利用者又は他の家族、職員等の生命又は身体を保護するため緊急や

むを得ない場合には、その必要性を協議し、家族に説明し同意を受けた時のみ実施する。また、その対応
及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由等、期間内における経過を記録する。

1 5. 地域との連携及び交流

地域の事業所として利用者の地域における社会参加活動や地域住民との交流を促進する観点から、地域

資源（個人・各団体等）およびボランティア団体等の受け入れを積極的に行うことで、地域との連携が深

まりより良い交流へと繋げる。

1 6. 認知症ケアの推進

東京都認知症介護実践者研修・東京都認知症介護基礎研修の受講を利用者のサービス向上を目的（認知

症の人の尊厳確保）に実施する。

以上の内容について説明者

双方にて確認します。

が説明し、同意を得たので、事業者（甲）利用者（乙）

年月日

（甲） 事業所名

住 所

管理者

確認·同意日

社会福祉法人多摩同胞会

府中市立あさひ苑高齢者在宅サービスセンター

東京都府中市朝日町 3-1 7-1 

四

（乙） 利用者名

住所

ご家族

または

代理人名

住所

図

叫（続柄：

4
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【別紙 1] 認知症対応型通所介護及び

介護予防認知症対応型通所介護職員配置（年度版）

2026 年 4 月 1 日現在

1. 当年度認知症対応型通所介護職員配置

職種 専従 兼務 合計

雇用区分 常勤 非常勤 常勤 非常勤

管理者 1 名 1 名

生活相談員 8 名 8 名

介護職員 8 名 7 名 15 名

看護職員 1 名 4 名 5 名

機能訓練指導員 1 名 4 名 5 名

※指定地域密着型サービス事業所・指定地域密着型介護予防サービス事業所の指定申請

(2026 年 4 月 1 日提出）

［付表 2-1] 認知症対応型通所介護事業所・介護予防認知症対応型通所介護事業所の指定に

係る記載事項転記

※職種の名称においては事業所届出上の表現に相違がある。

※指定認知症対応型通所介護兼介護予防認知症対応型通所介護事業所府中市立あさひ苑高齢者

在宅サービスセンター運営規程［別紙 1 の 1] 認知症対応型通所介護職員配置（年度版）参照

※介護保険制度改正により、［重要事項説明書】別紙の変更が職員配置にまで及んだ場合は、同

様に変更を行う。

2. 担当者一覧

担当業務 担当者名

センター長 比嘉登美枝

提供責任者（管理者）生活相談員 偲刀耕祐

生活相談員（兼任） 比嘉登美枝

生活相談員（兼任） 青木祐明

生活相談員（兼任） 横地千陽

生活相談員（兼任） 岸伸年

社会福祉法人多摩同胞会あさひ苑
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